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が，PM10の基準には 21の都市が適合していることになる。これはインドの NAAQSが WHOのガイ
ドラインに比較して 3倍から 4倍ゆるいからである。PM10に対するインドの NAAQSは 60μg/cum，




WHO は 4 つの主なインドの都市，すなわちチェンナイ，デリー，ムンバイおよびアーメダバードに
対して，基準値を指定した。 













































‐グジャラート（Surat, Narol, Ahmedabad, Sachin 産業クラスター） 
‐マハーラーシュトラ（Aurangabad, Jalna, Chandrapur, Domivali, Kolhapur） 




































向上は，その報告を改善し，規制をより効果的にする可能性があることを示唆した（Duflo et. al, 2013）。
この評価からの予備的な結果は，グジャラート汚染管理委員会（GPCB）の当局者，そして監査人が
修正された監査プログラムの一部を恒久的に採用することにより，自分たちが現在提供している仕事








































• IFMR（Institute of Financial Management and Research）のJ-PAL（Poverty Action Lab）南アジアは，
スキームのための独立アドバイザーおよび評価者として役割を担う。 
運営審議会も環境森林省の中に作られ，スキームの最初の2年間は大体年3回会合を開き，スキー




















Index                                
 (reference year 1990 = 100) 
1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 
CO2 emissions 100 133 169 205 301 315 337 
Population 100 110 120 130 139 141 142 
GDP per capita (GDP at PPP
#
) 100 116 143 184 256 269 279 
Energy intensity (TPES*/GDP) 100 95 84 72 64 63 63 
Carbon intensity (CO2/TPES) 100 110 117 120 132 133 135 
#：PPPはpurchasing power parity（購買力平価）。 
*：TPESはTotal Primary Energy Supply（総一次エネルギー供給）。 




































出典: IEA (2010) 
エネルギー保証および将来の CO2 削減においてエネルギー効率の果たす重要な役割を考慮して，
NAPCCの 8大国家ミッションのキーとなるミッションである“エネルギー効率向上のための国家ミッ
ション”（The National Mission for Enhanced Energy Efficiency: NMEEE）が，透明性を持ち, 期限を定めた方法
で達成される明確な成果を伴ったエネルギー効率のための市場を創造し，維持することを促進する，
革新的政策および規制体制，財政メカニズムおよび事業モデルを促進するために設定された（BEE, 
2012）。ミッションの実行作業は電力省（Ministry of Power: MoP）の後援の下，エネルギー効率局
（Bureau of Energy Efficiency: BEE）に委ねられた。NMEEEは下記の4つの新しいイニシアティブから成る。 
・実行・達成・取引（Perform Achieve and Trade: PAT）：取引可能な省エネ証明書を通じての，エネルギ
ー集約型大規模産業および施設における費用効率の良いエネルギー効率の向上を図る市場ベースのメカ
ニズム。 
・エネルギー効率のための市場変革（Market Transformation for Energy Efficiency: MTEE）：製品を購入し
やすくするため，革新的な対策を通じて，指定セクターにおけるエネルギー効率の良い電化製品への切
り替えを促進。 
・エネルギー効率融資プラットフォーム（Energy Efficiency Financing Platform: EEFP）：将来の省エネを捕
えることにより，すべてのセクターにおける需要側管理プログラムへのファイナンス面での支援メカニ
ズム創設。 






2.2  実行・達成・取引（PAT）スキームの理解 
PATスキームは，簡単な言葉でいえば，キャップ（CO2排出量上限値）と排出量割当枠の取引メカニ
ズムを模倣した市場ベースの手段である。エネルギー消費者として指定されたエネルギー集約型産業に
おけるキャップの過剰達成と未達成の単位間による省エネ証明書（Energy Saving Certificates: ESCerts）の発
行と取引を通じて，エネルギー集約型大産業および施設のエネルギー効率改善に向けた費用効率の強化
を目指したものである。省エネ証明書は，2つの電力取引所すなわち、電力取引インドリミテッド
（Power Exchange Indian Limited : PXIL）およびインド・エネルギー取引所（Indian Energy Exchange: IEX）によっ
て創設される取引プラットフォームで取引されることとなる。図5はそのスキームの概略図を示してい
る。   
図5：PATスキームの概略図 
 





































S.N Sector S.N. Sector 
1 Aluminium 9 Chemicals 
2 Fertilizers 10 Railways 
3 Iron and Steel 11 Port Trust 
4 Cement 12 Transport Sector (industries and services) 
5 
Pulp and paper 13 Petrochemicals, Gas Crackers, Naphtha Crackers and Petroleum 
Refineries 
6 
Chlor Alkali 14 Thermal Power Stations, hydel power stations, electricity transmission 
companies and distribution companies 
7 Sugar 15 Commercial buildings or establishments 
8 Textile   
Source: http://powermin.nic.in/acts_notification/pdf/ecact2001.pdf 
表3：選定セクターにおける年間最小エネルギー消費および指定消費者の数 
Sector Minimum annual energy consumption for the DC (tonnes of oil 
equivalent) 
No. of DCs 
1. Aluminium 7500 10 
2. Cement 30000 85 
3. Chlor-alkali 12000 22 
4. Fertiliser 30000 29 
5. Iron and steel 30000 67 
6. Pulp and paper 30000 31 
7. Textile 3000 90 
8. Thermal power plant 30000 144 
Total  478 

















ド工業連盟（Confederation of Indian Industry:  CII）およびインド商工会議所（Federation of Indian Chambers of 
Commerce and Industry: FICCI）はそれらの産業界メンバーのための利害関係者協議を組織した。 
図7：PATスキームの実行に向けてのステップ
 
























Sector Range of SECs 
1. Aluminium 
15,875-17,083 kwh/T(Smelter) 
3.28-4.12 mkcal/T of Alumina  
(Refinery) 
2. Cement 66-127 kwh/T of clinker (Thermal) 
665-900 kcal/kg (Electrical) 
3. Chlor-alkali 2,300-2,600 kwh/T of caustic soda 
4.   Fertiliser 5.86-9.11 Gcal/T of urea (Thermal) 
5.   Iron and steel 
6.15-8.18 Gcal/T (Integrated Steel) 
4.4-7.6 Gcal/T (Sponge Iron Thermal) 
72-135 kwh/T (Sponge Iron Electrical) 
6.    Pulp and paper 25.3-121GJ/T 
7.    Textile 3000-16,100 kcal/kg (Thermal) 
0.25-10 wh/kg (Electrical) 
8. Thermal power plant 2,300-3,400 kcal/kwh 

















































Pbase (SECbase – SECtarget) 
ここで，Pbase = ベース年における生産量 
省エネ量の目標設定および見積りに向けてのステップは，以下の通り要約される。 
1. ベースライン年の選定：2009-10年 










6. 目標SEC（SECtarget）： 2014-15年の推計SEC（正規化済または未正規化）。 
7. 目標： SECbaseからの削減率。 
8.   省エネ量の見積り。  
図10：紙パルプ産業向け工場レベルの目標設定図
 






出典: Verma ET. al (2013) 
S N Sector 
No. of Identified 
DCs in PAT 
Cycle 1 
Reported Energy 
Consumption in PAT 
Cycle 1  (million toe) 
Energy Saving Target under PAT 
Cycle-1 (million toe) 
1 Aluminium 10 7.71 0.456 
2 Chlor-Alkali 22 0.88 0.054 
3 Textile 90 1.2 0.066 
4 Pulp & Paper 31 2.09 0.119 
5 Iron and Steel 67 25.32 1.486 
6 Fertiliser 29 8.2 0.478 
7 Cement 85 15.01 0.816 
8 Thermal Power Plants 144 104.56 3.211 





出典: BEE (2012) 
表6：異なる州における目標省エネ量および特定された指定消費者（DCs）の数 
States Number of identified DCs 
Target Energy Savings 
(in ton of oil equivalent) 
Andhra Pradesh 39 370,789 
Assam 7 83,177 
Bihar 3 47,473 
Chattisgarh 38 641,897 
Delhi 4 62,937 
Goa 5 14,387 
Gujarat 54 592,781 
Haryana 7 269,734 
Jharkhand 11 521,098 
Karnataka 20 223,964 
Kerala 9 146,85.2 
Madhya Pradesh 24 500,453 
Maharashtra 45 790,354 
Orissa 28 541,192 
Puducherry 2 1,146 
Punjab 22 337,123 
Rajasthan 58 358,656 
Tamil Nadu 41 395,365 
Tripura 3 7,050 
Uttar Pradesh 27 395,225 
Uttarakhand 2 7,090 
West Bengal 17 472,740 
Himachal Pradesh 10 29,044 
Meghalaya 2 6,035 
Total 478 6,684,395 























（目標年について通知されたSEC - 目標年に達成されたSEC）×（ベースライン年の生産）。 
一方，火力発電所セクターに対して（KumarおよびAggarwala, 2013）発行される省エネ証明書の数は，



















        
 
出典: BEE (2012) 
罰金額の計算方法を以下の数値例で説明する。 
ベースラインのSEC： 10 toe/生産単位（生産の単位当たりの石油相当トン） 




• 削減要求： 4000 toe 
• ケース 1（達成 SEC = 9.8）：  -2000 toe (罰金） 
• ケース 2（達成 SEC = 9.4）： +2000 toe (省エネ証明書） 
あるいは，上記のケース1の数値例において，未達成分2000 toe の80%分（1600 toe相当）については省エ
ネ証明書を購入し，残りの20%（400  toe相当）については罰金を支払う場合は次の通りとなる。 
省エネ証明書の貨幣価値（A） = 1600  ×   X   INR（Xは原油1トンの価格による） 
罰金額（B）=  エネルギー保護法による罰金前払い1000000  INR   + 400  ×  X INR 
合計 = （A）+（B） 
















ルにおける目標はそれに応じて改正されることとなっている（Verma et. al, 2013）。 








削減されたCO2排出量(CO2トン) = 回避されたエネルギー購入 ×    排出ファクタ  ー
グリッドベースの電気については，排出ファクターが中央電気局（Central Electricity Authority: CEA）か
ら得られるであろうし，他の燃料についてであれば，国連気候変動に関する政府間パネル




Fuels Emission factors 
Coal (gCO2/MJ) 92.50 
Lignite (gCO2/MJ) 102.50 
Gas (gCO2/MJ) 49.40 
Oil (gCO2/MJ) 71.90 
Diesel (gCO2/MJ) 69.10 
Naptha (gCO2/MJ) 66.00 
NEWNE Grid (tCO2/MWh) 0.83 
South Grid (tCO2/MWh) 0.75 
出典:  Verma et. al (2013) 
                                                         
6 このセクションは多くをVerma et. Al（2013）から引用している。 
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グリッドベース電力の排出ファクターについて，North, Eastern, Western and North Eastern （NEWNE）グリ
ッドとSouthグリッドでは異なっている。なぜなら，指定消費者の場所が国中に散在しているため，異
なる排出ファクター値が考慮されてきたためである。 
























エネルギー効率サービスリミテッド（Energy Efficiency Service Limited: EESL），銀行，ならびに清算・決
済システムとのインターフェースを持っている。 










出典: Tata Strategic Management Group (2014) 












































 出典: BEE (2012)  
2.6  PAT：現状 
エネルギー効率局による報道発表によれば，Reconnect energy の報告では，PAT スキームにおいて満
足すべき進展があり，エネルギー効率局はそのスキームを積極的に前進させてきたとされている8。

































ムと制度的に両立可能であるかもしれないことを示唆している（Janardhanan and Srivastava, 2012）。 
28 
 

















のデザイン文書（Project Design Documents : PDDs）はオープン・アクセス文書であり，国連気候変動枠組
条約（UNFCCC）の指定ウエブサイト上で簡単に入手可能である。PATの場合，検証または検証チェ
ックに関わっている公認エネルギー監査人がエネルギー効率局により任命されるが，一方CDMの場合,  





認される炭素クレジットである認証排出削減量（Certified Emission Reduction: CER）の割り当て超過が発生
した場合，問題は深刻になるかも知れない。例えば，PATスキームとPATスキームのサイクルが完了
した後のCERs発行の間に調和がない場合，問題は解決不能となる。 
2.7.2  PAT：2国間相殺スキームとの融合 
検討されてきた新しい市場メカニズムのさまざまな提案の中で，二国間オフセット・クレジット制























































国家アクションプラン”（National Action Plan on Climate Change: NAPCC）は，“エネルギー効率向上のた
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